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平成 26 年 8 月 26 日に開催された法制審議会民法 (債権関係) 部会第


































































( 1 ) 法制審議会諮問第 88 号 (平成 21 年 10 月 28 日総会)。





共にかつら業者である X1 (原告・控訴人・被上告人) と Y (被告・被
控訴人・上告人) は、Yの持つ特許権をX1 が侵害したとして提起された
損害賠償請求事件において、X1 の関連会社 X2 (原告・控訴人・被上告
人) ほかを利害関係人として関与させた上で、昭和 59 年 5 月に裁判上の
和解をした。その和解調書には、(1) X らは櫛歯ピン (ピンが櫛歯状に
ついているストッパー) が付着していることを特徴とする部分かつらの製
造販売をしない (第 1項)、(2) X らが前項に違反した場合には、Xらは







い」等の嘘を交えた申込をするよう Bは Yおよび Aから指示を受けた。
そして、Bはその指示どおりに申込を行った上で、部分かつらを代金 46









り作業が進んでいた。その後、昭和 60 年 5 月に櫛歯ピン付き部分かつら
34 (823)











































































































「信義則と 130 条の類推適用とでは、130 条が信義則の体現と解される以
37(820)



























執行文の付与を受けることができる (民執 27条 1項)。また、本事例では
債務者の不作為義務違反の事実が問題となっているが、債務者の作為義務
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前掲注 (3) 百選 I 79 頁、後藤・前掲注 (3)「故意の条件成就と 130 条」96





























































(2) 民法 (債権関係) の改正に関する論点の検討 (3)：「信義則に反する
行為によって」
【部会資料 30】




















【部会資料 30】「民法 (債権関係) の改正に関する論点の検討 (3)」で
は、「信義則に反する行為によって条件を成就させたとき」との表現が用
いられている。これをもとに、部会第 34 回会議および第 3 分科会第 1 回
会議で議論がなされている。
42 (815)



























(3) 民法 (債権関係) の改正に関する中間試案のたたき台 (2)：「条件を
付した趣旨に反して故意に」
【部会資料 54】





条件に関する民法第 127条から第 134 条までの規律は、基本的
に維持した上で、次のように改めるものとする。
(1) (略)










【部会資料 54】「民法 (債権関係) の改正に関する中間試案のたたき台
























ところが、【部会資料 79-1】「民法 (債権関係) の改正に関する要綱仮












この【部会資料 79-1】「民法 (債権関係) の改正に関する要綱仮案の原





















係) の改正に関する要綱仮案の第二次案」、【部会資料 83-1】「民法 (債権
関係) の改正に関する要綱仮案 (案)」を経て、冒頭の「民法 (債権関係)
の改正に関する要綱仮案」へといたることになった。
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(29) 我妻栄『新訂民法総則』(岩波書店・1965 年) 407頁。
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